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Ⅰ 人口関係 

○昭和 55 年以降、人口は平成７年の 51,972 人をピークに減少。世帯数は昭和 55 年以降微増。これらによ

り、世帯人員は昭和 55 年の 4.31 人／世帯から 3.35 人／世帯まで減少。核家族化、世帯分離の傾向が見

られるが、世帯数については、平成 17 年から平成 22 年で 15 世帯の増加と鈍化傾向を示す。 

○平成 17 年を基準とした国立社会保障人口問題研究所の人口推計では、平成 47 年の推計人口は 39,724 人

と推計。平成 22 年の実数値と推計値(平成 17 年基準)をみると、実数値が推計値を下回っている。 

○年齢３区分別人口をみると、平成７年に年少人口(15 歳未満)と老年人口(65 歳以上)が逆転。平成 22 年の

老年人口は 25.8％と年少人口(12.7％)の約２倍。 

○国勢調査による実績値に国立社会保障人口問題研究所の推計値を合わせてみると、平成 47 年には、年少

人口(15 歳未満)：9.9％、生産年齢人口(15～65 歳未満)：55.5％、老年人口(65 歳以上)：34.6％と、人

口の３人に１人を高齢者が占めると予測。なお、国立社会保障人口問題研究所の推計値は平成 17 年国勢

調査をベースとしているため、今後、推計値よりも大きな人口減少が想定される。 

○昼夜間人口比は平成 12 年以降減少し、平成 22 年で 90％となっており、就業先が市外に移行している。 

○人口動態は、平成 12 年以降、社会動態(転出・転入)は減少(転出超過)、自然動態(出生・死亡)も平成 13

年以降減少。社会動態、自然動態とも年間 200 人程度の減少。 

 

１．国勢調査による人口・世帯数・世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国勢調査による人口の推移と将来人口推計(国立社会保障人口問題研究所) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料)国勢調査 

資料)国勢調査 

   社会保障人口問題研究所 
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３．年齢３区分別人口 

 〔国勢調査による年齢３区分別人口(平成 22 年茨城県掲載)〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔年齢３区分別人口の国勢調査結果及び将来推計(国立社会保障人口問題研究所)〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．昼夜間人口比の推移 

 

 

 

 

 

  

昼間人口
昼夜間
人口比

平成22年 41,087 90.0

平成17年 44,168 91.3

平成12年 46,688 92.8

推計値 

資料)国勢調査 

   社会保障人口問題研究所 

資料)国勢調査 

資料)国勢調査 
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５．人口動態(自然動態・社会動態・総動態) 

 

 〔桜川市〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔茨城県〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料)茨城県常住人口調査 
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Ⅱ 産業関係 

○農業は、全ての指標で減少傾向。農家人口については平成 12 年以降の減少数が多い。平成 17 年以降、農 

家人口が減少する一方経営耕地面積が増加しており、国の水田経営所得安定対策等を受けて、土地改良事 

業等を実施した優良農地は大規模な“担い手”農家に集積しているとみられる。他方で、区画の形状が悪 

かったり、一区画の面積が小さかったり、周辺とのレベル差が大きかったりして営農環境が優れない農地 

は、“担い手”がなく、今後の耕作放棄地化が懸念される。 

○工業は、事業所数は減少し平成 22 年は平成 12 年の約半数。従業者数は減少傾向を示してきたが、平成

20 年から 21 年にかけて大きく減少。傾向としては事業所の集約化が伺える。また、本市の地場産業であ

る石材業については、近年、都市計画法第 34 条第２号(市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源そ

の他の資源の有効な利用上必要な建築物)による許可がないことから、停滞している実態が伺える。 

○商業が、店舗数と年間販売額の減少が続き、店舗数は平成 19 年には平成３年の約７割、年間販売額はピ

ークの平成６年と比べ平成 19 年には約６割まで減少。従業者数、売り場面積は、近年減少傾向を示す。 

１．農 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．工 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．商 業 

 

 

 

 

 

 

 

  

※平成 17 年の経営耕地面積は販売農家のみ 

資料)世界・農林業センサス 

資料)茨城の工業 

資料)茨城の商業 
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Ⅲ 周辺都市との関係 

○市内に常住する従業者・通学者は減少傾向。平成２年～22 年にかけ市内での従業・通学者の減少が顕著。 

○通勤・通学先は、隣接する筑西市が最多。平成 12 年から 22 年にかけて微減しているものの、依然として 

深い結びつきがあることがわかる。また、つくば市への伸びが大きく、平成２年から平成 22 年はかけて 

約２倍の増加となっている。下妻市、真岡市、小山市などの産業が集積する都市への伸びがみられる。 

○一方で、買物やレクリエーション等の生活行動については、モータリゼーションの進展に伴う商圏の広域

化を受けて、大規模集客施設等の集積する水戸市内原方面、宇都宮市上三川方面、つくば市方面に大きく

シフトしており、岩瀬地区では前者、真壁地区・大和地区では後者への指向が伺える。（「桜川市都市のあ

り方検討報告書」より） 

 

１．通勤・通学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成22年 平成12年 平成２年

総数 総数 総数

当地に常住（従業地・通学地） 24,056 27,974 29,678

自市町村で従業・通学 13,252 17,818 19,542

他市区町村で従業・通学 10,671 10,156 10,166

筑西市 4,260 4,321 3,849

つくば市 1,246 950 559

水戸市 795 850 881

笠間市 632 759 701

下妻市 522 346 217

真岡市 424 323 224

土浦市 328 354 323

結城市 281 292 329

小山市 277 255 205

石岡市 173 147 78

宇都宮市 134 136 65 資料)国勢調査 
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２．生活行動圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          出典)桜川市都市のあり方検討報告書 
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Ⅳ 茨城県における位置〔人口・世帯数〕 

○平成 12年から 22年の人口増減率は-10.2％、世帯増減率は 1.3％で、いずれも 44市町村中 40 位。 

○人口減少の一方で、世帯分離による世帯数の増加がみられるが、茨城県平均の 9.4％と比べると低い。 

○世帯人員は減少傾向にあり、平成 22 年では 3.4 人／世帯となっているが、茨城県平均(2.7 人／世帯)

と比較すると若干多い。 

１．人 口 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※順位は平成 12～22 年の増減率で並べ替え 

 資料)国勢調査 

増減数
増減率

(％)
増 減 数

増減率
(％)

増減数
増減率

(％)

2,969,770 2,975,167 2,985,676 -15,906 -0.5 -5,397 -0.2 -10,509 -0.4

守谷市 62,482 53,700 50,362 12,120 19.4 8,782 16.4 3,338 6.6

つくば市 214,590 200,528 191,814 22,776 10.6 14,062 7.0 8,714 4.5

牛久市 81,684 77,223 73,258 8,426 10.3 4,461 5.8 3,965 5.4

つくばみらい市 44,461 40,174 40,532 3,929 8.8 4,287 10.7 -358 -0.9

東海村 37,438 35,450 34,333 3,105 8.3 1,988 5.6 1,117 3.3

神栖市 94,795 91,867 87,626 7,169 7.6 2,928 3.2 4,241 4.8

鹿嶋市 66,093 64,435 62,287 3,806 5.8 1,658 2.6 2,148 3.4

龍ケ崎市 80,334 78,950 76,923 3,411 4.2 1,384 1.8 2,027 2.6

ひたちなか市 157,060 153,639 151,673 5,387 3.4 3,421 2.2 1,966 1.3

水戸市 268,750 262,603 261,562 7,188 2.7 6,147 2.3 1,041 0.4

阿見町 47,940 47,994 46,922 1,018 2.1 -54 -0.1 1,072 2.3

土浦市 143,839 144,060 144,106 -267 -0.2 -221 -0.2 -46 0.0

結城市 52,494 52,460 52,774 -280 -0.5 34 0.1 -314 -0.6

常総市 65,320 66,536 66,245 -925 -1.4 -1,216 -1.8 291 0.4

鉾田市 50,156 51,054 50,915 -759 -1.5 -898 -1.8 139 0.3

那珂市 54,240 54,705 55,069 -829 -1.5 -465 -0.9 -364 -0.7

小美玉市 52,279 53,265 53,406 -1,127 -2.2 -986 -1.9 -141 -0.3

茨城町 34,513 35,008 35,296 -783 -2.3 -495 -1.4 -288 -0.8

古河市 142,995 145,265 146,452 -3,457 -2.4 -2,270 -1.6 -1,187 -0.8

下妻市 44,987 46,435 46,544 -1,557 -3.5 -1,448 -3.1 -109 -0.2

笠間市 79,409 81,497 82,358 -2,949 -3.7 -2,088 -2.6 -861 -1.0

かすみがうら市 43,553 44,603 45,229 -1,676 -3.8 -1,050 -2.4 -626 -1.4

石岡市 79,687 81,887 83,119 -3,432 -4.3 -2,200 -2.7 -1,232 -1.5

坂東市 56,114 57,516 58,673 -2,559 -4.6 -1,402 -2.4 -1,157 -2.0

潮来市 30,534 31,524 31,944 -1,410 -4.6 -990 -3.1 -420 -1.3

美浦村 17,299 18,118 18,219 -920 -5.3 -819 -4.5 -101 -0.6

八千代町 23,106 23,609 24,352 -1,246 -5.4 -503 -2.1 -743 -3.1

境町 25,714 26,468 27,171 -1,457 -5.7 -754 -2.8 -703 -2.6

取手市 109,651 111,327 115,993 -6,342 -5.8 -1,676 -1.5 -4,666 -4.0

日立市 193,129 199,218 206,589 -13,460 -7.0 -6,089 -3.1 -7,371 -3.6

筑西市 108,527 112,581 116,120 -7,593 -7.0 -4,054 -3.6 -3,539 -3.0

城里町 21,491 22,993 23,007 -1,516 -7.1 -1,502 -6.5 -14 -0.1

常陸大宮市 45,178 47,808 48,964 -3,786 -8.4 -2,630 -5.5 -1,156 -2.4

五霞町 9,410 9,873 10,218 -808 -8.6 -463 -4.7 -345 -3.4

大洗町 18,328 19,205 19,957 -1,629 -8.9 -877 -4.6 -752 -3.8

利根町 17,473 18,024 19,033 -1,560 -8.9 -551 -3.1 -1,009 -5.3

稲敷市 46,895 49,689 51,284 -4,389 -9.4 -2,794 -5.6 -1,595 -3.1

北茨城市 47,026 49,645 51,593 -4,567 -9.7 -2,619 -5.3 -1,948 -3.8

常陸太田市 56,250 59,802 61,869 -5,619 -10.0 -3,552 -5.9 -2,067 -3.3

桜川市 45,673 48,400 50,334 -4,661 -10.2 -2,727 -5.6 -1,934 -3.8

行方市 37,611 40,035 41,465 -3,854 -10.2 -2,424 -6.1 -1,430 -3.4

高萩市 31,017 32,932 34,602 -3,585 -11.6 -1,915 -5.8 -1,670 -4.8

河内町 10,172 10,959 11,502 -1,330 -13.1 -787 -7.2 -543 -4.7

大子町 20,073 22,103 23,982 -3,909 -19.5 -2,030 -9.2 -1,879 -7.8

平成１２～２２年 平成１２～１７年平成１７～２２年

茨城県

平成１２年平成１７年平成２２年

増減率

県，地域，市町村

人口
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２．世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※順位は平成 12～22 年の増減率で並べ替え 

 

 

 

  

資料)国勢調査 

増 減 率 増 減 率 増 減 率

（％） （％） （％）

1,088,411 1,032,476 985,829 102,582 9.4 55,935 5.4 46,647 4.7 2.7 2.9 3.0

守谷市 22,854 18,677 16,409 6,445 28.2 4,177 22.4 2,268 13.8 2.7 2.9 3.1

つくばみらい市 15,273 12,563 11,979 3,294 21.6 2,710 21.6 584 4.9 2.9 3.2 0.0

牛久市 31,569 27,917 24,763 6,806 21.6 3,652 13.1 3,154 12.7 2.6 2.8 3.0

つくば市 87,477 78,521 70,862 16,615 19.0 8,956 11.4 7,659 10.8 2.5 2.6 2.7

鉾田市 16,810 15,774 14,044 2,766 16.5 1,036 6.6 1,730 12.3 3.0 3.2 18.0

神栖市 35,901 33,366 30,498 5,403 15.0 2,535 7.6 2,868 9.4 2.6 2.8 2.9

鹿嶋市 25,199 23,552 21,539 3,660 14.5 1,647 7.0 2,013 9.3 2.6 2.7 2.9

東海村 14,113 12,873 12,083 2,030 14.4 1,240 9.6 790 6.5 2.7 2.8 2.8

龍ケ崎市 30,092 27,799 26,186 3,906 13.0 2,293 8.2 1,613 6.2 2.7 2.8 2.9

ひたちなか市 60,268 56,319 53,476 6,792 11.3 3,949 7.0 2,843 5.3 2.6 2.7 2.8

茨城町 11,187 10,514 9,930 1,257 11.2 673 6.4 584 5.9 3.1 3.3 0.0

阿見町 17,969 17,443 16,035 1,934 10.8 526 3.0 1,408 8.8 2.7 2.8 2.9

水戸市 112,099 104,521 100,218 11,881 10.6 7,578 7.3 4,303 4.3 2.4 2.5 2.6

八千代町 6,756 6,209 6,066 690 10.2 547 8.8 143 2.4 3.4 3.8 4.0

結城市 17,466 16,589 15,835 1,631 9.3 877 5.3 754 4.8 3.0 3.2 3.3

土浦市 56,663 53,630 51,738 4,925 8.7 3,033 5.7 1,892 3.7 2.5 2.7 2.6

那珂市 18,889 18,034 17,289 1,600 8.5 855 4.7 745 4.3 2.9 3.0 3.2

石岡市 27,094 25,865 24,977 2,117 7.8 1,229 4.8 888 3.6 2.9 3.2 3.3

笠間市 27,946 26,960 25,911 2,035 7.3 986 3.7 1,049 4.0 2.8 3.0 1.2

常総市 20,685 20,367 19,205 1,480 7.2 318 1.6 1,162 6.1 3.2 3.3 2.2

古河市 50,465 48,511 46,891 3,574 7.1 1,954 4.0 1,620 3.5 2.8 3.0 3.1

小美玉市 17,207 16,564 15,997 1,210 7.0 643 3.9 567 3.5 3.0 3.2 1.5

坂東市 16,763 16,290 15,707 1,056 6.3 473 2.9 583 3.7 3.3 3.5 3.7

利根町 6,131 5,860 5,758 373 6.1 271 4.6 102 1.8 2.8 3.1 3.3

下妻市 14,890 14,790 14,059 831 5.6 100 0.7 731 5.2 3.0 3.1 2.6

境町 7,923 7,666 7,498 425 5.4 257 3.4 168 2.2 3.2 3.5 3.6

取手市 42,614 41,211 40,346 2,268 5.3 1,403 3.4 865 2.1 2.6 2.7 2.9

美浦村 6,305 6,216 5,987 318 5.0 89 1.4 229 3.8 2.7 2.9 3.0

潮来市 10,384 10,086 9,862 522 5.0 298 3.0 224 2.3 2.9 3.1 3.2

かすみがうら市 14,730 14,302 14,011 719 4.9 428 3.0 291 2.1 3.0 3.1 3.2

城里町 7,142 7,206 6,820 322 4.5 -64 -0.9 386 5.7 3.0 3.2 0.0

五霞町 2,927 2,865 2,802 125 4.3 62 2.2 63 2.2 3.2 3.4 3.6

行方市 11,346 11,313 10,884 462 4.1 33 0.3 429 3.9 3.3 3.5 3.8

常陸大宮市 16,087 16,029 15,566 521 3.2 58 0.4 463 3.0 2.8 3.0 3.1

筑西市 35,188 34,683 34,142 1,046 3.0 505 1.5 541 1.6 3.1 3.2 3.4

稲敷市 14,809 15,043 14,423 386 2.6 -234 -1.6 620 4.3 3.2 3.3 3.6

常陸太田市 19,801 19,809 19,374 427 2.2 -8 0.0 435 2.2 2.8 3.0 3.2

大洗町 7,021 6,989 6,886 135 1.9 32 0.5 103 1.5 2.6 2.7 0.0

北茨城市 16,966 17,090 16,672 294 1.7 -124 -0.7 418 2.5 2.8 2.9 3.1

桜川市 13,632 13,617 13,457 175 1.3 15 0.1 160 1.2 3.4 3.6 3.7

日立市 77,965 76,659 77,259 706 0.9 1,306 1.7 -600 -0.8 2.5 2.6 2.7

高萩市 11,661 11,721 11,820 -159 -1.4 -60 -0.5 -99 -0.8 2.7 2.8 2.9

河内町 3,004 3,107 3,066 -62 -2.1 -103 -3.3 41 1.3 3.4 3.5 3.8

大子町 7,140 7,356 7,499 -359 -5.0 -216 -2.9 -143 -1.9 2.8 3.0 3.2

増 減 数 増 減 数 平成22年 平成17年 平成12年

茨城県

県，地域，市町村

世　　帯　　数 平成１２～２２年 平成１７～２２年 平成１２～１７年 １世帯当たり人員

平成22年 平成17年 平成12年 増 減 数
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Ⅴ 茨城県における位置〔土地利用〕 

○総面積に占める可住地面積割合は、44 市町村中 38 位(105.19km２)、林地面積は 44 市町村中９位で、可住

地面積が広いといわれる茨城県の中では、可住地面積(総面積－(林地面積＋主要湖沼面積))は少ない。 

○人口集中地区(DID)は指定されておらず、市街地面積は 44 市町村中 31 位。 

１．可住地面積(平成 23年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．林地面積(平成 21 年) 

 

 

  

対総面積

6,095.72 3,981.73 65.3%

1,886.27 729.38 38.7%

909.29 614.30 67.6%

755.20 551.25 73.0%

1,514.06 1,178.53 77.8%

1,030.90 908.27 88.1%

河内町 44.32 44.32 100.0%

五霞町 23.09 22.87 99.0%

利根町 24.90 24.32 97.7%

取手市 69.96 67.85 97.0%

八千代町 59.10 57.00 96.4%

結城市 65.84 63.28 96.1%

筑西市 205.35 195.64 95.3%

下妻市 80.88 77.05 95.3%

常総市 123.52 117.46 95.1%

境町 46.58 44.27 95.0%

神栖市 147.26 139.75 94.9%

ひたちなか市 99.07 92.87 93.7%

守谷市 35.63 33.39 93.7%

古河市 123.58 114.71 92.8%

つくばみらい市 79.14 73.31 92.6%

坂東市 123.18 110.80 89.9%

龍ケ崎市 78.20 68.29 87.3%

東海村 37.48 32.49 86.7%

つくば市 284.07 241.90 85.2%

那珂市 97.80 82.32 84.2%

水戸市 217.43 182.50 83.9%

小美玉市 145.03 118.24 81.5%

牛久市 58.88 47.78 81.1%

土浦市 122.99 99.55 80.9%

茨城町 121.64 96.95 79.7%

稲敷市 205.78 161.31 78.4%

大洗町 23.19 17.73 76.5%

阿見町 71.39 53.85 75.4%

鹿嶋市 105.97 78.83 74.4%

鉾田市 208.18 151.98 73.0%

潮来市 71.41 50.17 70.3%

かすみがうら市 156.61 98.28 62.8%

石岡市 215.62 135.17 62.7%

行方市 222.38 130.52 58.7%

桜川市 179.78 105.19 58.5%

笠間市 240.27 136.61 56.9%

日立市 225.55 101.22 44.9%

美浦村 66.57 29.21 43.9%

城里町 161.73 62.27 38.5%

常陸大宮市 348.38 132.50 38.0%

常陸太田市 372.01 123.59 33.2%

県 西 地 域

市町村 総面積
可住地面積

茨 城 県

県 北 地 域

県 央 地 域

鹿 行 地 域

県 南 地 域

対総面積

6,095.72 1,892.61 31.0%

1,886.27 1,156.89 61.3%

909.29 282.96 31.1%

755.20 113.95 15.1%

1,514.06 216.18 14.3%

1,030.90 122.63 11.9%

高萩市 193.65 156.19 80.7%

大子町 325.78 257.85 79.1%

北茨城市 186.55 127.55 68.4%

常陸太田市 372.01 248.42 66.8%

常陸大宮市 348.38 215.88 62.0%

城里町 161.73 99.46 61.5%

日立市 225.55 124.33 55.1%

笠間市 240.27 103.66 43.1%

桜川市 179.78 74.59 41.5%

石岡市 215.62 78.20 36.3%

鉾田市 208.18 49.75 23.9%

牛久市 58.88 11.10 18.9%

大洗町 23.19 3.90 16.8%

行方市 222.38 35.82 16.1%

水戸市 217.43 34.93 16.1%

那珂市 97.80 15.48 15.8%

茨城町 121.64 19.05 15.7%

阿見町 71.39 11.12 15.6%

小美玉市 145.03 21.96 15.1%

つくば市 284.07 42.17 14.8%

鹿嶋市 105.97 14.73 13.9%

東海村 37.48 4.99 13.3%

かすみがうら市 156.61 20.51 13.1%

潮来市 71.41 8.44 11.8%

土浦市 122.99 14.27 11.6%

坂東市 123.18 12.38 10.1%

龍ケ崎市 78.20 6.42 8.2%

稲敷市 205.78 16.85 8.2%

つくばみらい市 79.14 5.83 7.4%

美浦村 66.57 4.78 7.2%

古河市 123.58 8.87 7.2%

守谷市 35.63 2.24 6.3%

ひたちなか市 99.07 6.20 6.3%

境町 46.58 2.31 5.0%

常総市 123.52 6.06 4.9%

下妻市 80.88 3.83 4.7%

筑西市 205.35 9.71 4.7%

結城市 65.84 2.56 3.9%

八千代町 59.10 2.10 3.6%

神栖市 147.26 5.21 3.5%

取手市 69.96 2.11 3.0%

市町村 総面積
林野面積

茨 城 県

県 北 地 域

県 央 地 域

鹿 行 地 域

県 南 地 域

県 西 地 域

資料)茨城県社会生活統計資料 資料)茨城県社会生活統計資料 
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３．人口集中地区(平成 22 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．市街地面積率(平成 22 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対総面積

6,095.72 242.23 4.0%

1,886.27 72.64 3.9%

909.29 40.65 4.5%

755.20 8.22 1.1%

1,514.06 93.38 6.2%

1,030.90 27.34 2.7%

ひたちなか市 99.07 23.07 23.3%

守谷市 35.63 6.97 19.6%

日立市 225.55 40.79 18.1%

土浦市 122.99 22.14 18.0%

取手市 69.96 12.58 18.0%

牛久市 58.88 9.48 16.1%

大洗町 23.19 3.56 15.4%

水戸市 217.43 33.37 15.3%

龍ケ崎市 78.20 7.71 9.9%

東海村 37.48 3.58 9.6%

阿見町 71.39 5.83 8.2%

古河市 123.58 9.54 7.7%

結城市 65.84 4.51 6.8%

利根町 24.90 1.67 6.7%

つくば市 284.07 16.85 5.9%

境町 46.58 2.66 5.7%

鹿嶋市 105.97 3.86 3.6%

石岡市 215.62 7.27 3.4%

神栖市 147.26 4.36 3.0%

下妻市 80.88 2.01 2.5%

常総市 123.52 2.87 2.3%

坂東市 123.18 2.37 1.9%

かすみがうら市 156.61 2.88 1.8%

筑西市 205.35 3.38 1.6%

笠間市 240.27 3.72 1.5%

高萩市 193.65 2.70 1.4%

常陸太田市 372.01 2.50 0.7%

北茨城市 186.55 0.00 0.0%

潮来市 71.41 0.00 0.0%

常陸大宮市 348.38 0.00 0.0%

那珂市 97.80 0.00 0.0%

稲敷市 205.78 0.00 0.0%

桜川市 179.78 0.00 0.0%

行方市 222.38 0.00 0.0%

鉾田市 208.18 0.00 0.0%

つくばみらい市 79.14 0.00 0.0%

小美玉市 145.03 0.00 0.0%

茨城町 121.64 0.00 0.0%

城里町 161.73 0.00 0.0%

大子町 325.78 0.00 0.0%

美浦村 66.57 0.00 0.0%

市町村 総面積
人口集中地区面積

茨 城 県

県 北 地 域

県 央 地 域

鹿 行 地 域

県 南 地 域

県 西 地 域

対総面積

6,095.72 575.18 9.4%

1,886.27 144.76 7.7%

909.29 69.34 7.6%

755.20 82.83 11.0%

1,514.06 193.35 12.8%

1,030.90 85.66 8.3%

ひたちなか市 99.07 42.51 41.7%

神栖市 147.26 50.46 31.5%

東海村 37.48 32.35 28.5%

守谷市 35.63 28.51 27.6%

土浦市 122.99 16.15 26.3%

取手市 69.96 8.26 25.9%

大洗町 23.19 13.66 24.3%

古河市 123.58 4.89 23.1%

日立市 225.55 6.70 22.4%

鹿嶋市 105.97 5.73 22.2%

牛久市 58.88 8.14 20.5%

水戸市 217.43 12.51 19.6%

阿見町 71.39 9.49 19.5%

つくば市 284.07 18.09 18.8%

龍ケ崎市 78.20 12.06 17.5%

結城市 65.84 53.47 12.5%

潮来市 71.41 41.34 10.5%

那珂市 97.80 23.55 10.1%

五霞町 23.09 7.48 9.8%

つくばみらい市 79.14 9.85 9.8%

利根町 24.90 5.06 8.5%

石岡市 215.62 9.89 7.5%

筑西市 205.35 15.22 7.4%

境町 46.58 6.80 6.8%

北茨城市 186.55 3.11 6.7%

下妻市 80.88 7.54 6.0%

坂東市 123.18 8.51 5.5%

常総市 123.52 46.46 5.4%

美浦村 66.57 2.46 5.0%

かすみがうら市 156.61 2.88 4.8%

桜川市 179.78 7.73 4.7%

高萩市 193.65 5.12 4.2%

茨城町 121.64 5.03 4.1%

笠間市 240.27 5.64 3.9%

小美玉市 145.03 1.55 3.5%

八千代町 59.10 10.70 2.3%

常陸太田市 372.01 0.93 1.5%

稲敷市 205.78 3.31 1.5%

常陸大宮市 348.38 13.92 1.5%

鉾田市 208.18 0.00 1.4%

行方市 222.38 1.36 1.1%

城里町 161.73 2.26 1.0%

大子町 325.78 3.15 0.3%

河内町 44.32 2.11 0.0%

市町村

茨 城 県

県 北 地 域

県 央 地 域

鹿 行 地 域

市街地面積※
総面積

県 南 地 域

県 西 地 域

資料)茨城県社会生活統計資料 資料)茨城県社会生活統計資料 
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Ⅵ 地価 

○土地取引件数(国土交通省土地総合情報システム)は、最近３年は 50件前後で推移。市街化調整区域

の宅地取引は約３割前後で推移。 

○平均の取引価格は、区画整理事業で面的に整備された地区で３～４万円。面整備されていない市街

化区域に比べ取引価格は高いが、年間の取引件数は少ない。面整備が行われていない市街化区域は

２万円未満の例が多い。一方、市街化調整区域では、１万円以下が多くなっている。 

○公示地価、基準地価による地価の推移(平成 12～24 年)をみると、全地点で地価が下落。市街化区域

の方が市街化調整区域よりも下落率が高い。 

 

１．取引事例 

 

 〔取引件数〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔平均取引価格(円／㎡)〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）国土交通省土地総合情報システム 

資料）国土交通省土地総合情報システム 

 ※市内取引価格から平均価格を算出(円／㎡) 

 ※市街化区域の価格は全用途地域の平均 

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

市街化区域(面整備) 40,000 44,000 32,583 32,583

市街化区域 18,642 14,383 13,038 13,038

市街化調整区域 5,247 9,318 4,190 4,190

面整備区域／それ以外 2.15 3.06 2.50 2.50

平成20年度 38 46.3% 14 17.1% 30 36.6% 82 100.0%

平成21年度 14 28.0% 11 22.0% 25 50.0% 50 100.0%

平成22年度 28 53.8% 16 30.8% 8 15.4% 52 100.0%

平成23年度 31 64.6% 13 27.1% 4 8.3% 48 100.0%

備　考
宅　地

市街化調整区域市街化区域
農　地 合　計
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２．公示地価、基準地価 

〔公示地価、基準地価の推移(平成 12～24 年〕 
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Ⅶ 主要プロジェクト 

○つくば市では、平成 11 年６月、つくばエクスプレス（都市計画施設名：常磐新線）の都市計画決定と同

時にＴＸ沿線に計５地区の土地区画整理事業が都市計画決定されており、現在、つくばみらい市１地区、

守谷市２地区の土地区画整理事業と合わせて「ＴＸ沿線開発」として施行中。つくば市だけでも、平成

30 年から平成 34 年までにかけて計画人口８万人の宅地供給が見込まれ桜川市の人口が丸々収まる。 

○北関東自動車道沿道に４箇所、桜川市周辺に５箇所の工業団地が分譲中。 

○関係市町村が連携して、北関東自動車道桜川・筑西ＩＣから古河市方面までを連絡する道路「筑西幹線道

路」を整備中。 

○桜川市内では、長方地区の工業専用地域を平成 21 年４月に準工業地域と工業地域に変更し、大規模集客

施設等の誘致を図っているが、これまでに企業の立地動向が鈍いことから、新たな整備計画の導入を検討

中。 

○筑西市では、平成 24 年４月から区域指定を導入。農振農用地を除く可住地の大半を指定している。 

 

１．つくばエクスプレス沿線地区 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市町村 事業名称 計画人口 施行面積 施行者 施行期間

葛城一体型特定土地区画整理事業 約25,000人 約484.7ha 独立行政法人都市再生機構 平成12年度～平成30年度

島名・福田坪一体型特定土地区画整理事業 約15,000人 約242.9ha 茨城県 平成12年度～平成31年度

萱丸一体型特定土地区画整理事業 約21,000人 約292.7ha 独立行政法人都市再生機構 平成12年度～平成30年度

上河原崎・中西特定土地区画整理事業 約11,000人 約168.2ha 茨城県 平成12年度～平成31年度

中根・金田台特定土地区画整理事業 約8,000人 約189.9ha 独立行政法人 都市再生機構 平成16年度～平成34年度

つくばみらい市 伊奈・谷和原丘陵部一体型特定土地区画整理事業 約16,000人 約274.9ha 茨城県 平成5年度～平成29年度

守谷駅周辺一体型特定土地区画整理事業 約3,800人 約38.7ha 守谷市 平成7年度～平成20年度

守谷東特定土地区画整理事業 約2,400人 約39.5ha 守谷東特定土地区画整理組合 昭和63年度～平成18年度
守谷市

つくば市

葛城地区 

島名・福田坪地区 

上河原崎・中西地区 

萱丸地区 
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２．工業団地 

【北関東自動車道沿道】 

 

 

 

【桜川市周辺】 

 

 

 

 

 

３．幹線道路 

筑西幹線道路整備事業 

(平成 13 年度～) 

計画延長 L=42km 

概略ルート延長 

     L=37km 

起点：桜川筑西 IC 

終点：古河市周辺 

○古河・総和地区を中心とする広域的な都市圏と、筑西市、結城市など筑西地方の拠点

都市を結ぶとともに、北関東自動車道とも連絡し、県都水戸市を中心とする県央地域

との交流を促進する極めて大きな役割を担う道路。 

○本県の高速道路網を補完する重要な路線として、県の長期総合計画のグランドデザイ

ンに構想を示し、広域的な道路マスタープランである広域道路基本計画にも、県西地

域の骨格となる幹線道路として位置づけられている。 

○整備効果としては、筑西幹線道路により、県西の拠点都市を結び、連携・交流を支え

ることはもとより、近県内陸部と常陸那珂港を結ぶネットワークが形成され、新たな

物流体系が構築される。また、古河市と水戸市間の移動時間が大幅に短縮され、人・

物・情報の交流拡大が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

工業団地名称 総面積 分譲面積

常陸那珂工業団地 85.9ha 19.9ha

茨城中央工業団地(１期地区) 103.7ha 62.8ha

茨城中央工業団地(２期地区) 72.3ha 54.2ha

茨城中央工業団地(笠間地区) 109.1ha 74.3ha

工業団地名称 総面積 分譲面積

結城第一工業団地矢畑地区 38.0ha 7.6ha

つくば関城工業団地 23.7ha 3.6ha

ニューつくば下妻工業団地 3.2ha 0.59ha

つくば下妻第二工業団地 20.7ha 13.2ha

筑波北部工業団地 127.8ha 4.8ha
分譲面積：工業用地うち

未分譲の面積 
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４．長方地区将来土地利用構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．区域指定 

(１)筑西市の指定状況 
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 (２)茨城県内市町村の区域指定の状況 
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Ⅷ 桜川の集落 

○桜川市の集落は、山裾から桜川向かい地形が緩やかになる台地及び低地、南西部の台地を中心に分布。こ

のような集落の立地場所は、地形を巧みに理解し、水の確保や災害に対する安全性を考えた場所といえる。 

○集落は地形や立地場所等により異なる機能と形状を示し、河川沿いの微高地や丘陵地形を生かし、塊状形

態を示す「島状集落」、街道沿いには道に沿って形成された列村や若干の商業的機能を有する街村が形成。 

○明治以降の郵便制度の発達に伴い郵便局が設置され、集落の拠点性を示すとともに、現在、県道や幹線市

道(１・２級市道)となっている道路によって、ネットワークが形成されている。 

○本市では、大規模プロジェクトの影響が少なかったことから、集落が昔からの形態のまま残されているこ

とが多く、平成 22 年６月には、近世初頭以来の町割が良く残されていることや地域的特色が顕著に示さ

れていることなどが高く評価され、桜川市真壁地区が国の重要伝統的建造物群保存地区の選定を受けるな

ど、近年、その価値が再び注目がされるなかで、本市の資源としての保全・活用を考える必要がある。 

 

      ■島状集落：微高地を利用しながら塊状に家屋が分布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ■列(路)村集落：街道の両側に線状に家屋が分布する。 

 

 

 

 

 

 

 

■山麓集落：丘陵部を背後に持ち、道路に沿って塊状の形態を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

古くからの集落は、自然地形等を生かして分布しており、多くの場合自然災害にも強く、桜

川市では、地域コミュニティ、環境、農業との共生も可能な「暮らしの場」となっている。 
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集落分布と道路・郵便局 
 〔道路は国県道、１・２級市道〕 
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桜川市の全体構成 

出典)桜川市景観まちづくりマスタープラン 出典)桜川市都市のあり方検討報告書 

桜川市の土地利用規制 桜川市の集落分布と神社 

出典)桜川市景観まちづくりマスタープラン 
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Ⅸ 将来像検討の履歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

旧岩瀬町市街地整備基本計画(平成３年３月) 旧大和村市街地整備基本計画(平成２年３月) 旧真壁町市街地整備基本計画(昭和 62 年３月) 

生活の場として、こしらえる工夫をちりばめた「創
造性の高い街」の建設により、居住環境と就業環
境、レクリエーション環境が融合しつつ、さらに
新しい情報・技術・文化を創造し続ける街 

「いわせ 再・創造 2010 年」 

県西東部地域の発展を先導する「活力ある産

業文化都市」の形成 

将来人口：27,000 人(昭和 80 年(平成 16 年)) 

  
豊かな自然と活力にみちたふれあいの郷 

「奥座敷・やまと」 

将来人口：18,550 人(平成 22 年) 

市街地面積 

区 分 策定時 目標年次 拡大 

住居系 86ha 196ha 110ha 

工業系 69ha 264ha 195ha 

 

市街地面積 

区 分 策定時 目標年次 拡大 

住居系 177ha 210ha 33ha 

工業系 11ha 44ha 33ha 

 

将来人口：55,070人(平成 22 年) 

市街地面積 

区 分 策定時 目標年次 拡大 

住居系 283ha 663ha 380ha 

工業系 187ha 557ha 370ha 

 

Ⅰ 市街地整備基本計画の策定 

自治体の財政フレームと連携して、市街地の整備を効果的かつ効率的に進めるため、公共事業の効率化と総合効果を得ることを目指し、都市の将来像を明らか

にするとともに、各種市街地整備事業、総合的プログラムの策定を行う計画。 

 

Ⅱ 都市計画マスタープランの策定 

平成 4 年の都市計画法の改正により、都市計画法 18 条の２に位置づけられた「市町村の都市計画に関する基本的方針」を示す計画。 

  

旧岩瀬町都市計画ＭＰ(平成 15 年３月) 旧大和村都市計画ＭＰ(平成 10 年４月) 旧真壁町都市計画ＭＰ(昭和 15 年３月) 

自然・歴史・生活がとけあい、ふれあいのあ

る快適都市－真壁 

将来人口：21,000 人(平成 32 年) 

  
人と自然、村民と行政が実現する 

【まほろば公園むら・やまと】 

将来人口：12,000 人(平成 22 年) 将来人口：25,000 人(平成 22 年) 

少子化の影響により、近い将来、全国的に人口が減少

していくことが国立社会保障・人口問題研究所の推計
で予測されていますが、都市づくりの理念と目標に基
づき、真壁町全体の魅力を高めることによって、人口

流出を抑制し、また人口流入を目指す。 

総合計画において平成 15 年目標で設定されている

人口を現状の趨勢及び今後の各種事業の進捗を加味
し設定。上下水道などの都市基盤施設誠意において
は、観光施設等の整備に合わせ、「交流・利用人口」

を考慮したフレームの設定が必要。 

愛し、誇れる 岩瀬 山・里・まちの恵みに

映える生き生きふれあい共生の郷 

総合計画において設定されるインフラ投資の限度

(25,000 人規模と設定)、近年の本町における社会的
な状況、今後の住宅地及び産業地の整備等を勘案し想
定。 

  

桜川市都市のあり方検討報告書(平成 22 年３月) 

■基本的な方向性 

かつては、先進事例、成功例の引用などにより目指すべき都市像が描かれてきた。

しかしながら、既に進んだ市民生活と価値観の多様化、過去に経験したことのない

課題に立ち向かわなくてはならない時代背景にあっては、あるべき地域像を描くこ

とに難しさがある。 

■人口からみたあり方 
人口減少をただ悲観的に考えるのではなく、目
指す生活をどのようにしたら効果的に実現でき
るのか、「地域の容量」という概念とともに人口
について考える視点があってもよい 

■広域からみたあり方 
桜川市の資産は、「美しい日本人の原風景」、「ふ
るさとの生活文化」、「農・工ものづくり産業」
である。これらに各地からの人・文化を吸収し、
新たな文化創造の連鎖を生み出そうという積極
的なベクトルがあってもよい 

■暮らしのあり方 
①自然や田園の恵みと、都市的利便が享受できる生活 

②生活の質向上を目指し、市民同士の協力と不断の努力

を惜しまない生活 

③長寿や子育てを謳歌し、誰もが安心し、生き甲斐を持

つことができる生活 

④市民同士、周辺都市との活発な交流を図り、産業・文

化の発展を享受できる生活 

⑤各地区の個性的で多様な暮らしの流儀を理解、尊重

し、誇りある生活 

⑥農業や工業をはじめ、身近に物づくりが息づく生活 

⑦景観などの地域資源を守り、育て、時に生み出すこと

により、これらを後世に引き継ぐ生活 

【人口減少社会の到来】 
平成 22 年国勢調査では平
成 17 年調査から減少 

【都市計画法改正】 
拡大成長を前提とするま
ちづくりのあり方を転換 
「コンパクトシティ」 

【第四次全国総合開発計画】 
「多極分散型国土の形成」
を掲げ、多様な拠点形成を
目指す開発が進行。リゾー
ト施設等、民間投資が拡大。
(昭和 62 年) 

【バブル景気の終焉】 
平成３年。株価や地価下落 

伝統と豊かな自然に恵まれた田園文化都市 ～やすらぎのまち 桜川～ 

"桜川市では、市民と行政の協働によって、日本の原風景である田園空間や歴

史・伝統を守り育て、個性と魅力にあふれたまちづくりを進める。自治・安

心・育成・調和・自立の基本理念に則り、だれもが安心してすみつづけられ

るやすらぎのまちを目指します。" 

Ⅲ 桜川市第１次総合計画の策定 

行政全般における施策を示す計画。合併後の桜川市の将来像と実現に 

向けた施策を位置づけ。(平成 19 年度～ 28 年度) 

この将来像を踏まえて 

次世代を育み、未来につなぐ「人が輝き、住みよい、活力ある」都市 

将来都市像の視点 『集約と連携』 
～「コンパクトな都市」と「メリハリのある地域」の連携～ 

Ⅳ 茨城県都市計画マスタープラン 

茨城県の都市計画に関する基本的な方針を示した計画。 

この視点を踏まえて 

桜
川
市
の
あ
り
方
を
踏
ま
え
て 

桜川市第１次総合計画を踏まえ、都市計画の

視点から、桜川市の将来都市構造は如何にあ

るべきか。 ・桜川市都市のあり方検討報告

書では“桜川市の資産である自然・田園風景

を守り、美しい集落を将来に継  承してい

く”という方向性が示唆されており、そのた

めに“より柔軟で、きめ細かい調整の仕組み

の導入”を求めている。一方、茨城県都市計

画マスタープランでは『集約と連携』の視点

が提示されている。 ・絶対的人口減少下で、

桜川市のような地方田園都市では、近代都市

計画が掲げる『集約型都市構造（コンパクト

シティ）』という考え方を、どのように捉え、

どのように実現していくべきか。 
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Ⅹ 区域区分見直し事例調査 

■都市計画区域区分（線引き）の廃止に関する調査 回答一覧 １／３
1 2 3 4

香川県高松市 香川県宇多津町 香川県坂出市 香川県丸亀市

高松広域都市計画区域
中讃広域都市計画区域

（廃止前は香川中央都市計画区域）

坂出都市計画区域

（廃止前は香川中央都市計画区域）
中讃広域都市計画

平成16年5月17日 平成16年5月17日 平成16年5月17日 平成16年5月17日

● ● ● ●

－ － － －

・中心市街地とその周辺での地価の高騰による住宅地開発等の都市計画

区域外や未線引き都市計画区域へ拡散

・市街化調整区域の強い土地利用制限と隣接の都市計画区域外との住民

の不公平感の増大

・県が、平成12年の都市計画法の改正を受け、県内の人口動向や土地利

用状況等を踏まえた都市計画区域の再編や区域区分の見直しを実施。

・坂出市の行政区域面積のうち市街化調整区域面積は75％、市街化区域

面積は20％しかなく、宅地が限られ、地価が高く、家を建てようとする人が

市外に流出し、大幅な人口減少の要因となった

・モータリゼーションという経済社会環境の大きな変化、少子高齢化の進

展、都市への急速な人口集中が沈静化したことにより、南部の近接する都

市計画区域外の地価の安価な郊外へと人口がドーナツ化していった

・地域住民，議会，首長 ・本町では、線引きが機能していると考えられていたことから、廃止には消

極的

・市長(公約) ・議会。都市計画審議会、住民

・地価の低い都市計画区域外や未線引き都市計画区域への宅地開発の進

行による隣接町での人口増加と，市内人口の伸び悩み

・区域区分に対する問題や課題は顕著には見られていなかった ・調整区域の面積が大きく都市計画区域外の面積が小さい。

・区域区分の面積割合について、周辺市町では都市計画区域外面積が多

いなどの不均衡

・都市計画区域外の地価の安価な郊外へと人口がドーナツ化

・モータリゼーションの進展に伴い，市街化調整区域を越えて未線引き都市

計画区域や都市計画区域外の地域において宅地開発が進行

・市街化調整区域がドーナツ状に取り残され，都市計画区域外等における

スプロールが市街化区域における計画的な人口集積や市街地の形成に支

障となった

≪都市計画区域全体≫

・都市計画区域外への人口流出や土地利用上の不公平感

・良好な自然・田園環境の破壊　など

・調整区域では当該土地に家を建てることが困難なため、区域区分を行っ

ていない周辺市町へ人口が流出

・平成13年度：線引き制度適用について検討

・平成14年度：線引き制度に代わる土地利用コントロール制度について検

討

≪都市計画区域全体≫

　県と関係市町による協議を随時実施

・平成12年の法改正により，県で「香川県都市計画基本構想検討委員会」

を設立し，香川県の都市計画の方向性を定めた。

平成13年12月：市議会が県に対し、線引き廃止の意見書提出

平成14年２月：県に「陸地部全域非線引き都市計画区域」の要望書提出

平成14年９月：「都市計画区域マスタープランブロック連絡会」を設置

平成15年８月：都市計画の見直し説明会

平成16年１月：丸亀市都市計画審議会開催

平成16年２月：香川県都市計画審議会開催

・平成13年度：住民アンケート調査

　　線引きそのものでなく，将来的なまちづくりについての調査

　　関係団体についても，同アンケートにより併せて実施

・平成15年度：新しい都市計画制度に関する素案の説明会

　　　　　　　　　　都市計画公聴会の開催

　　　　　　　　　　市政出前トーク等の実施

・農地所有者の意向把握のため、区域区分の廃止、新たに導入予定の土

地利用コントロール制度について説明会を開催

・地元説明会を12の学校区毎に実施(延べ60回)

　　　　　　　　特段の反対意見なし

・最終的に，自治会毎に署名を集め，連合自治会より「線引き廃止要望書」

の形で市長及び市議会議長へ提出（署名率70％）

平成13年６月　各コミュニティ役員説明

平成13年８月　市民アンケート調査

平成13年12月　丸亀市農業委員会が市に対し、「陸地部全域非線引き都

市計画区域」の要望

平成13年12月　丸亀市商工会議所が市に対し、「陸地部全域非線引き都

市計画区域」の要望

平成13年12月　陸地部各コミュニティ単位での「意見交換会」を開催

平成15年10月　公聴会の開催

・建設水道調査会において説明 ・県及び当該区域構成する他市町の考え方、地権者の意向などの情報提

供

・「坂出市における線引き廃止に関する意見書」を全会一致で採択し、県知

事および県議会議長へ要望
－

区

域

区

分

の

廃

止

に

至

る

ま

で

の

経

緯

関係行政機関協議

区域区分がもたらす具体的支

障

区

域

区

分

の

廃

止

以

前

の

課

題

区域区分の廃止以前に認識さ

れていた課題

地元調整

議会対応

自治体名

廃止に至った

きっかけ・背景

廃止の発意者

廃止済

廃止予定

都市計画区域

区域区分

の廃止

年月日
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1 2 3 4

香川県高松市 香川県宇多津町 香川県坂出市 香川県丸亀市

－

・区域区分廃止にあわせ大規模開発を除く開発許可関係事務の委譲を受

けた

・都市計画法３４条１項１4号の立地基準については範囲の特定が難しく，

的確な運用もできないことから導入見送り

・開発許可対象面積を3,000㎡以上から、1,000㎡以上に引き下げ

・住宅地の１区画の最低敷地規模を150㎡に

・平成13年４月１日より導入し，６地区の地区計画を策定

・スポット的な規制緩和を求める意見が多かった

なし ・検討したが，地区計画が完了するまで相当の期間を要すること，地区計

画の背後地の土地利用が困難になることから見送り －

－ －

・いずれの方策も，調整区域の枠は廃止できず，根本的な対策にはならな

い。
－

・従前に比べ周辺に環境悪化をもたらす建築物等の立地が可能となること

から，線引きに代わる土地利用コントロールが不可欠

・特定用途制限地域→無秩序な土地利用の制限

・風致地区（追加）→都市の風致の維持

・従前に市街化調整区域であった用途白地地域の良好な環境の形成又は

保持を図る

・想定外の迷惑施設等の立地を制限するため、基本的に特定用途制限の

指定が示され、中讃広域都市計画マスタープランの策定にも反映

・用途白地地域の形態規制の見直し

・特定用途制限地域の指定

・開発許可制度の見直し

・特定用途制限地域 ・特定用途制限地域の制定

・新たな風致地区の設定

・特定用途制限地域

－

・主に山林や田畑が占める、地域の実情にあった緩やかな土地利用の進

展

・用途白地地域の無秩序な開発等の防止 ・地域内の良好な環境の形成又は保持

－

・特定用途制限地域内の「居住環境保全型」エリアにおいて、建築基準法

第50条に規定する建築物の構造に関する制限として「高さ制限」を導入
－ －

香川県高松市 香川県宇多津町 香川県坂出市 香川県丸亀市

行政区域全体に

おける動向
増加・減少 １．増加 １．増　加 ３．減　少 １．増加

旧市街化区域に

おける動向
増加・減少 ３．減少 １．増　加 ３．減　少 ３．減少

旧　調整区域に

おける動向
増加・減少 １．増加 １．増　加 ３．減　少 １．増加

行政区域全体に

おける動向
増加・減少 １．増加 ３．減　少 １．増　加 ２．変化なし

旧市街化区域に

おける動向
増加・減少 ３．減少 ３．減　少 ２．変化なし ２．変化なし

旧調整区域にお

ける動向
増加・減少 １．増加 ３．減　少 １．増　加 ２．変化なし

・廃止に伴い，旧市街化調整区域へ居住・商業施設の立地が進展し，田園

地帯である郊外部での宅地化が進み， 低密度な市外地が広がる拡散型

の都市構造が形成される傾向がみられた

・特になし ・開発許可，建築確認件数ともに増加しているが，依然として人口は減少傾

向にある。しかし，世帯数はわずかながら増加している

－

－

宅地のミニ開発による纏まりのある良好な田園環境や田園景観が少なくな

りつつある

－ －

区

域

区

分

の

廃

止

後

の

課

題

新たに導入した土地利用規制

の制度又は手法で、これまで

に認識された課題

区域区分の廃止後に新たに認

識された課題

廃

止

前

後

で

の

開

発

許

可

・

建

築

確

認

件

数

の

動

向

の

変

化

自治体名

廃

止

前

後

で

の

人

口

・

世

帯

数

の

動

向

の

変

化

そ　の　他

廃

止

に

合

わ

せ

て

、
新

た

に

導

入

し

た

土

地

利

用

規

制

の

制

度

や

手

法

①導入の目的

②制度又は手法の内容

③期待される効果

市街化調整区域の地区計画

の導入について

その他

廃

止

に

あ

た

っ
て

の

検

討

事

項

開発許可の運用改善について

自治体名
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■都市計画区域区分（線引き）の廃止に関する調査 回答一覧 ２／３
5 6 7 8

長野県安曇野市 愛媛県新居浜市 愛媛県西条市 宮崎県都城市

豊科、穂高、明科、三郷、堀金都市計画区域

（平成24年7月30日現在5つの都市計画区域）
新居浜都市計画区域 西条都市計画区域（線引き廃止時は東予広域都市計画区域）

都城広域都市計画区域

高崎都市計画区域

平成25年1月下旬 平成16年5月14日 平成16年5月14日 昭和63年4月22日

－ ● ● ●

● － － －

平成17年10月、５町村の合併により誕生した安曇野市は、５地域（旧５町

村）がそれぞれに都市計画区域をもち、土地利用制度に大きな相違があっ

た。

Ａ 都市計画区域（区域区分）：豊科地域

Ｂ 都市計画区域（用途地域）及びまちづくり条例に基づく９つのゾーニン

グ：穂高地域

Ｃ 都市計画区域のみ：その他の地域

地域合併協議会では、「合併後、５年を目途として同一歩調で行うことを基

本に調整する」ことを確認していたため、平成23年４月の運用開始を目指

し、統一した土地利用制度の検討を開始

・市街化区域内農地の宅地並に課税に対する危機感(農業者団体)

・昭和62年と平成13年に２回の見直しでは、国や県から、土地区画整理事

業および地区計画の都市計画決定や５年以内の実施などを求められ、住

民の合意や財政的な理由から実現が難しく、中心市街地周辺や新居浜東

港等の約227haしか編入できなかった

・今後、人口動態や編入条件により、市街化区域の拡大は事実上望めない

ものと考えられることから、区域区分の廃止により、「まとまりある市街地の

形成による計画的・効率的な都市施設の整備」という将来都市像を目指す

こととなった

・国や県に対して市街化拡大の要望を行ってきましたが、市街化区域の編

入条件として、将来の人口増、面整備事業の実施等、編入基準が厳しく実

現できなかったこと

①都市構造とタイミング

合併を繰り返し市域に旧町村の拠点が点在している。昭和45年に線引き制

度を導入したが、規制が厳しくなり、旧町村の人口減少も発現し、線引き制

度が主要因であるということになった

②近隣都市計画区域

経済及び生活圏域は、当市を業務核都市として隣接する鹿児島県にまで

及んでいるが、都市計画区域は県で分割され、広域調整機能は、全く働か

ない状況。さらに当時、本県及び鹿児島県で区域区分制度を導入している

のは当市のみで、隣接市で工業及び住宅団地の開発が起こる等、当市活

力の低下が懸念されていた

・平成20年３月に提言書（市民提言）

・有識者からなる「土地利用構想調査専門委員会」

　→平成20年９月に自主条例主体の土地利用制度の制定に取り組むべき

ことが提言

・これらを受け市（市長）は自主条例を用いた統一制度制定を決定。

・法改正を受け愛媛県が都市計画区域ごとに線引きをするか、しないかを判

断

・東予広域における３市（新居浜市・西条市・東予市）２町（丹原町・小松

町）の首長

・市議会と地元

・市街化調整区域での開発傾向（開発が多く行われている）

・中心市街地の空洞化（郊外の安価な土地を求めた）

・線引きが非常に不整形で投資効率が悪い

・市の中心部や人口密度が高い既成市街地が依然として市街化調整区域

内に残されている（線引きの目的が達成されていない）

・過疎化と高齢化の進行により集落機能の減失 ・線引き都市と非線引き都市の開発容易性のギャップ

・市街化区域と市街化調整区域での開発容易性

・県境をまたいだ近隣町での工業及び住宅開発とその容易性

・生活及び経済圏は同一だが、県境で都市計画区域が設定

・市街化調整区域では、開発許可制度により、開発行為・建築行為が規制

され、土地の権利が制限される

・開発行為、建築行為が規制されるため、経済活動が抑制され、経済の活

性化を図る上ではマイナスとなる

・区域区分の厳しい規制により、市街化調整区域内において過疎化、高齢

化が進み、伝統的な地域文化を持つ集落コミュニティの存続が危ぶまれて

いた

・既存集落地の住宅開発の阻害

・旧町村の中心地及び集落地の人口減少の発現と活力低下

・工業及び住宅開発がしにくく、近隣町村の開発容易性の高い地域へ流出

・平成16年11月の合併協議

　　合併から5年を目途として土地利用制度の全市統一目標を平成23年中

とした

・市は平成23年度初頭には長野県の理解を取りつけたものの、新たな自主

条例が豊科で運用されていた線引き制度を代替できるのか、国は当初、慎

重姿勢

・国は、豊科の線引き廃止の妥当性や廃止後の土地利用のあり方・規制に

ついて長野県に対し十分な検証と説明を求め、Ｈ23年4月に施行となった豊

科以外の４地域における土地利用条例の運用状況にも着目、関東地方整

備局、関東地方農政局に対する事務レベル協議に約1年を費やし、国土交

通省、農水省に一定の理解が得られた

・土地改良協議会、農協等の各種関係団体に出前講座により情報提供し

た。

・愛媛県と廃止後の土地利用コントロールについて協議

・愛媛県でも、四国地方整備局や本省（国土交通省）と線引き廃止の方向

での協議をして頂き、「区域マス」の策定にあたっては策定専門部会を５回

開催し、一定の土地利用規制を行うことを条件に線引き廃止の方針が決定

・1980年 線引き改訂作業での公聴会の際、調整区域を市街化区域に設定

して欲しい旨の強い口述がある

・1980年9月 市議会で同旨の質問があるが、合併前の既存集落において

は分家を中心とする緩やかな人口増加しか見込めないため、市街化区域

の設定については消極的な答弁

・1984年 地元から県に対して、同旨の陳情書を提出

・県が「土地利用対策協議会」を設置し、本格的に検討

・1985年６月 検討結果を市議会にて報告

・地区単位の懇談会を制度検討当初から開始。

・条例の内容を平成22年に説明

　　(平成19年から7回のべ138会場、のべ2557名の出席者)

・豊科都市計画区域（旧豊科町）についても同様に説明を行ってきたが、区

域区分廃止に伴い再度説明会を予定(平成24年11月ごろ、4会場を予定）

・平成14年５月：市広報に「本市における線引きの現状」

・平成14年６月：市広報に「線引きの特徴」

・平成14年10月：市広報に「アンケート結果」

・市政懇談会で、「都市計画区域（線引き制度）について」というテーマで市

民と懇談(廃止を求める声が大きい)

・平成14年度：地元関係各団体等を対象に線引き廃止に関する説明会(線

引き廃止に対する反対意見なし)

－

・合併協議会での課題となっていたため、目立った反対はなし

・勉強会と称し、3～４回の説明会、委員会の研修先として、区域区分を廃止

した都市への視察等

・地方自治法第99条の規定により、第４回新居浜市議会定例会（平成14年

９月20日の会議）を議決

・線引き廃止に関する意見書を平成14年10月８日に、新居浜市議会議長よ

り愛媛県知事に提出

・議会において、反対意見はなし

・西条市、東予市、丹原町、小松町の各議会議長から愛媛県知事宛に「線

引き廃止による新しい都市計画の構築に関する意見書」を提出
－

廃止に至った

きっかけ・背景

廃止の発意者

区

域

区

分

の

廃

止

以

前

の

課

題

区域区分の廃止以前に認識さ

れていた課題

区域区分がもたらす具体的支

障

区

域

区

分

の

廃

止

に

至

る

ま

で

の

経

緯

関係行政機関協議

地元調整

議会対応

・ 地域ごとに土地利用制度が異なる

・ 開発手続きが、事業者の混乱を招き、事務処理上も煩雑となる。

・ 同じような市街地の中の農地でありながら、課税・評価の違いから豊科地

域の市街化区域内の農地が高い固定資産税を課されることにより、税の不

公平感に対する不満が生じる。

・ 工場進出、拡大時に機動的な対応が図れない。

・ 別荘観光地の独自の機能や魅力の保持が図れない。

・ 特性でもある散居集落に配慮したきめ細やかな土地利用が図れない。

廃止予定

区域区分

の廃止

年月日

廃止済

自治体名

都市計画区域
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5 6 7 8

長野県安曇野市 愛媛県新居浜市 愛媛県西条市 宮崎県都城市

・都市計画法第34条第10号、11号及び12号の運用において、独自の開発

許可基準の設定や解釈が必要となることから、安曇野市が全部事務処理

市にならなくてはならないが、開発審査会をもつことのできない本市の場

合、その設定に際して、県の開発審査会の同意を必要とするが、運用解釈

について県と考え方の相違があり、市主体の制度運用に限界が生じる可能

性があるため導入しなかった

・条例により開発許可対象面積を1,000㎡以上に引き下げ ・条例により開発許可対象面積を1,000㎡以上に引き下げ ・条例により開発許可対象面積を1,000㎡以上に引き下げ

－

・なし ・検討していない ・検討していない

－ －

・旧市街化調整区域における日影規制の導入 ・線引き廃止の協議を進めていく中で、飛び地線引きの話が出たが、人口

密度要件がクリアできなかった。

・独自条例を制定し統一を図りまちづくりの基盤となる土地の適正かつ合理

的な利用を推進

・線引き廃止により、規制が大幅に緩和されたが、住環境の悪化を抑制す

る

・地域の実状や特性を活かしたまちづくりを行うため、産業居住地区、幹線

道路沿線地区、田園居住地区の３地区に区分して、特定用途制限地域を指

定

・線引き廃止を先駆けて実施。当時は、平成4、8年の都市計画法改正以前

であり、市町村と県、国との関係性や区域区分制度の柔軟性、土地利用制

度の多様化等現在の状況と異なる。

・別添　ガイドライン参照 ・特定用途制限地域の指定

・用途地域の指定のない区域の建築物の容積率、建ぺい率等の決定

・開発許可対象面積の引き下げ

・特定用途制限地域の指定

－

・既存市街地以外での開発の抑制

・既存市街、既存集落への集約重視のまちづくり、土地利用の規制・誘導

・都市計画法上の規制が緩み、宅地造成や建築が活発となり、経済の活性

化が期待できる

・周辺の住環境を悪化させるような建築物の建築を規制

・自然環境や景観の保全 －

・制度内容の自由度、弾力性・機動力、市民との関わりなど、制度構築時か

ら運用にあたり、条例に規定する上でその効果が期待できる
－ －

・少子高齢化・人口減少という成熟型社会の更なる進展に対し、社会的・経

済的・環境的な視点を踏まえ、将来にわたり持続可能な都市を維持、形成し

ていくために、土地利用の見直し（用途の見直し・特定用途制限の導入等）

について、現在、土地利用専門部会を立ち上げて検討中

長野県安曇野市 愛媛県新居浜市 愛媛県西条市 宮崎県都城市

行政区域全体に

おける動向
増加・減少 － ４．その他 ３．減　少 ２．変化なし

旧市街化区域に

おける動向
増加・減少 － ４．その他 ３．減　少 ３．減　少

旧　調整区域に

おける動向
増加・減少 － ４．その他 ３．減　少 ２．変化なし

行政区域全体に

おける動向
増加・減少 － ４．その他 １．増加

１．増　加

２．変化なし

旧市街化区域に

おける動向
増加・減少 － ４．その他 ３．減　少

２．変化なし

３．減少

旧調整区域にお

ける動向
増加・減少 － ４．その他 １．増加 １．増加

－

・都市施設（道路、公園、下水道など）の整備対象範囲が拡大されるため、

より計画的、効率的に整備が行われるものと考えられるが、一方では、対

象範囲が広がることに伴い、都市施設の整備に伴う事業費の拡充が必要と

なる

・旧市街化区域内における商店街の空き店舗率が増加していることから、

商店街の活性化が今後の大きな課題となっている

・旧市街化区域縁辺部へのスプロール化と隣接する三股町への人口流出

・車の普及と開発容易性の高まりから大型店が出店し、スプロールを助長

・あらゆる面での都市計画としての後ろ盾を失ったことで、市街地整備との

連動等都市計画が機能不全を起こしている

・旧町村の求心性保全を図るために廃止したが、経済動向に偏った土地利

用となったことで、地域によっては、開発圧力を低下させた。

・旧町村の人口減少と郊外店舗の進出にり、地域に根差した生活利便系施

設の撤退が懸念され、買い物難民が増加

－ －

・特になし ・区域区分制度の廃止は、時代の趨勢、合併による地理的格差、周辺都市

計画区域との規制バランス、制度の柔軟性欠如等を鑑みると、廃止はやむ

なしという結論に至る

・当市の土地利用規制緩和政策は、人口の維持、増加、経済成長などを背

景に開発容易性を高め、成果として住宅、商業、工業が立地し、市全体の総

量として促進された

・しかし、地域、地区、個人レベルでみると、公害苦情の増加、経済活動の

外部性を誘発したことによる中心市街地の衰退、後追い的整備の要求、景

観の混乱など副作用もあった

・成熟型社会の到来に向け、このような経済重視の土地利用施策から戦略

性と保全性を兼ね備えた土地利用施策への転換を検討している。検討過程

において、線引き制度の廃止は、都市計画の根幹的概念を失い、市街地と

は何か？という点から用途地域設定の合理性や都市計画税、市街地整備

との関係性等都市計画運用指針に頼ることのできない状態を招き、その点

から検討に苦慮している

・線引き制度の廃止は、人口や産業立地、スプロールといった目に見える

事象に行きがちですが、最も大きな問題は、都市計画の原理原則を失って

しまう危険があること

・様々な都市計画制度や運用指針は、区域区分制度を基本とした形態と

なっており、非線引き都市計画区域の問題は、実は取り残されている現状

です。区域区分制度の評価検討をなされる際には、そのような点にも配慮

する必要がある

区

域

区

分

の

廃

止

後

の

課

題

自治体名

廃

止

前

後

で

の

人

口

・

世

帯

数

の

動

向

の

変

化

廃

止

前

後

で

の

開

発

許

可

・

建

築

確

認

件

数

の

動

向

の

変

化

区域区分の廃止後に新たに認

識された課題

新たに導入した土地利用規制

の制度又は手法で、これまで

に認識された課題

その他

廃

止

に

合

わ

せ

て

、
新

た

に

導

入

し

た

土

地

利

用

規

制

の

制

度

や

手

法

①導入の目的

②制度又は手法の内容

③期待される効果

そ　の　他

自治体名

廃

止

に

あ

た

っ
て

の

検

討

事

項

開発許可の運用改善について

市街化調整区域の地区計画

の導入について
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■都市計画区域区分（線引き）の廃止に関する調査 回答一覧 ３／３
9 10 11 12

岡山県笠岡市 熊本県荒尾市 和歌山県海南市 三重県伊賀市

笠岡都市計画区域 荒尾都市計画区域
海南都市計画区域、

下津都市計画区域

上野都市計画区域（線引き有）

伊賀都市計画区域、阿山都市計画区域、青山都市計画区域（線引き無し）

平成21年4月1日 平成16年7月1日 2004年5月17日

● ● ●

－ － － －

・社会情勢，超少子高齢化時代への突入，農業離れによる農村集落の衰

退，隣接する市町の大合併、福山市を除く隣接自治体はすべて非線引き都

市計画区域で，線引きをしていない規制の緩い周辺の市町への人口の流

出などの問題が深刻化

・今後も更なる人口減少や高齢化が加速することが懸念され，都市計画区

域の約９割をしめる市街化調整区域内の人口減少が著しく，市民から積極

的な定住を促進する施策が求められた

・平成１２年の都市計画法改正により，区域区分が選択制となり，権限も県

となったため一層関心が高まった

・ＪＦＥの進出により，福山市とともに「備後地区工業整備特別地域」に指定

されたが，結果的に都市化が進まず，社会状況の変化から廃止となったこ

とに伴い，線引き導入時の義務的条件がなくなった

・笠岡市は１つの市から構成される単独都市計画区域であった。

・石炭産業が低迷し、都市化圧力がなくなり、市街化区域の利用すら進ま

ず、一方で調整区域内への公共投資もできないという事態に陥っていた。調

整区域の農山村部においては少子高齢化が進み、線引き制度による厳し

い土地利用規制により地域の活力が阻害され、本市にそぐわない制度と

なっていた

・線引き後一貫して人口が減少していることによる沈滞感、市街化調整区域

での宅地化が制限されることの不満

・平成13年5月18日 都市計画法改正により、和歌山県が定める都市計画

区域マスタープランで線引きの有無が検討

・合併により、土地利用のルールが異なる地域が同一市内に存在する状態

となったため、一体のまちづくりのため、市域全域に統一した土地利用ルー

ルが必要になった。

・議会及び住民 ・市長 ・議会や住民

・平坦な土地が少ない地形特性から市街地の拡大に限界があり，区域区分

制度が適合しない

・開発可能である平坦な優良農地や重要な緑地は他法令により保全されて

おり，開発行為に対する厳しい制限の必要性が低い

・平成15年当時，人口の約42％が市街化区域に居住し急激に市街地部へ

移住する可能性は低いことから，投資効果を踏まえ区域区分によらない地

域特性に応じた土地利用，都市施設整備の在り方が問われた

・調整区域の、厳しい土地利用規制により、地域の活性化が阻害 ・人口減少、市街化調整区域での土地利用制限

・隣接市町は合併により，自治体としての規模を大きなものへと変化し，福

山市を除く隣接自治体は全て非線引き都市計画区域であることから，周辺

市町への人口の流出などの問題が深刻化

・更なる人口減少や高齢化が加速することが懸念され，都市計画区域の約

９割をしめる調整区域内の人口減少が著しるしい

・調整区域への公共投資ができない ・人口減少、市街化調整区域での土地利用制限

・線引き見直しの当初から，県と協力的に進め，区域マス，市マスの記載内

容についての助言や，資料収集に関する相談，要望書，案の申し出の要所

要所のタイミング等，一定の理解と距離感をもって協力的に作業を進めた

・中国・四国農政局のハードルが高く感じられた。笠岡市は国営干拓地で大

規模農業を行っており，線引きを廃止しても乱開発により営農環境が損なわ

れないという確約をとること，中国・四国地方でも極めて高い耕作放棄地率

の解消について方向性を示すことの指摘があった。具体的には，区域マス

タープラン，市マスタープラン，市農振整備計画書の３点セットに国営干拓

地の保全と耕作放棄地の「解消」について盛り込むことが必須条件

・県は市の意向を尊重するという考え方であり、協議はスムーズに進んだ ・平成14年8月21日 都市計画区域区分等検討調査を開始

・平成14年12月3日 県土木部長の市長訪問で市長が線引き廃止の要望

・平成14年12月17日 市長が知事に対し線引き廃止の要望

・平成15年4月1日 都市計画法34条第8号の3の区域を指定。（県条例）

・平成15年9月 9日 海南市農業委員会で説明、廃止の意向を報告

・平成15年9月11日 市自治会連絡協議会で説明、廃止の意向を報告

・平成15年12月5日 市自治会連絡協議会が市議会に請願書提出(同22日採択)

・平成15年12月16日　和歌山海南都市計画区域の変更の申出

・平成15年12月24日 海南市議会が県知事に意見書提出

・平成16年4月9日　海南市都市計画審議会に諮問

・平成16年4月20日　第88回和歌山県都市計画審議会

・平成16年5月17日　都市計画決定

・県の方針では、線引き市町では、基本的に線引きを維持することが望まし

いとしているが、市町村合併によって、線引きがある都市計画区域とない都

市計画区域が混在する場合は、線引きの存続及び廃止について慎重に検

討としている

・三重県との協議は随時行い、さらに伊賀市の検討委員会委員へ県の都市

計画部局と開発部局から就任を頂き、検討中の制度案について情報共有を

行い、意見も頂きながら検討を進めている

・国の都市計画部局への調整はまだ行っていない

・線引き廃止に向け，住民との合意形成に重点を置いて活動(住民への説明

は市長自らが色々な場所に出向いて実施)

・土地利用アンケート，土地利用ワークショップ（21地区），あたらしい都市

計画の案の公表，公民館単位での市民説明会（13地区），広報誌での連載

（３ヶ月連続シリーズ），ケーブルテレビの番組等を実施

・平成15年９月に説明会を７箇所、公聴会を１回開催

　　　　　(特に反対はなし)

－

・平成22年２月～５月　今後の伊賀市に求められるまちづくりについて 説明

会

・市内全域を対象とし25会場で実施　参加者数550人

・平成23年７月31日　住民自治協議会代表者との意見交換会

・平成24年２月　土地利用管理手法地域説明会

・議会でも，平成１３年の勉強会から始まり，線引き廃止事例都市への視

察，笠岡市土地利用計画調査特別委員会の設置，線引きの見直しの可能

性を見据えた上位計画についての議論，線引き廃止やそれに代わる制度に

ついて等の様々な議論・検証を長年の間行った。

・平成16年６月県議会で開発区域の面積の特例を定める条例。市議会で

特定用途制限地域条例の議決

議会からも要望が強かったので、特に対応は行っていない
－

・平成22年５月の地域説明会開催中と平成24年12月の地域説明会開催前

に、土地利用制度の検討状況や、地域説明の内容等について説明。

廃止に至った

きっかけ・背景

廃止の発意者

区

域

区

分

の

廃

止

以

前

の

課

題

区域区分の廃止以前に認識さ

れていた課題

区域区分がもたらす具体的支

障

区

域

区

分

の

廃

止

に

至

る

ま

で

の

経

緯

関係行政機関協議

地元調整

議会対応

（区域区分がもたらす具体的支障）

・本来拠点として育成すべき地域（支所周辺や主要駅周辺など）や、集落維

持が必要な地域なども、市街化区域設定の要件（40人／ha未満の地域な

ど）を満たさない場合、市街化調整区域となってしまう（“非線引き”がもたら

す具体的支障）

・非線引きの白地地域では、都市計画上の土地利用制限及び誘導策が無

いため、将来都市構造を実現する土地利用コントロールが出来ない。効率

的なまちづくりを行う上で重要な集落拠点等をつくるための土地利用誘導

が出来ない

区域区分の見直し時期は未定
廃止済

廃止予定

自治体名

都市計画区域

区域区分

の廃止

年月日
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9 10 11 12

岡山県笠岡市 熊本県荒尾市 和歌山県海南市 三重県伊賀市

・条例により開発許可対象面積を1,000㎡以上に引き下げ 検討していない ・県条例にて、都市計画法34条第8号の3の区域を指定

　　　　　　　　　　(線引き廃止までの時限運用)

・三重県では、市街化区域から１km以内が“近接・隣接する地域”、認める

土地利用を戸建て住宅のみとして運用しているが、 “近接・隣接”の範囲設

定、許可する土地利用について、伊賀市では開発許可権限を得ることで、

市独自の運用を検討中

・おおむね50戸以上の基準を満たさない集落は、区域指定することが出来

ないので、すべての集落に対して制度として活用することが出来ない。本

来、開発を抑制すべき市街化調整区域の制限を必要以上に緩和してまい

かねない

・検討していない(地形と市街地形成状況から，無秩序な建築や開発が一定

の区域に集中して発生することは考えにくい)

・検討していない ・検討していない ・伊賀市の求める土地利用を実現するには困難

－ － －

（特定用途制限地域）

・周辺環境を悪化させるおそれのある建築物の立地を制限することができ

るが、対象が、大規模商業施設や遊戯施設等に限られるため、一般の住宅

地開発等の規制誘導には効果は見込めない

・自然環境の保全，良好な居住環境の提供，大規模商業施設や工場など

の建築物のコントロールなどを目的として特定用途制限地域を定めた

・特定用途制限地域

白地地域に住居系の用途を誘導し、良好な環境を維持

・開発行為対象面積を1000㎡以上とする

良好な環境の維持形成、開発によるトラブルの抑制

・高さのある建築物を規制 ・都市マスに位置づけている多核連携型の都市構成の実現

・地域独自のまちづくりを可能とするため

・特定用途制限地域（田園居住地区・環境共生地区・特定沿道地区）を設

定

・特定用途制限地域の指定

・開発行為の許可基準の一部改正

・建築基準法にかかる指定容積率を400％から200％とした ・伊賀市の自主条例を策定

・土地利用基本計画では可（○）、不可（×）の基準だけでなく、地域で協議

した上で行政が判断（△）という基準も設定

・50戸連たん等の条件がなくなり，自由に建築が可能となった ・良好な環境の維持、形成

　　市街地の拡大を防ぎ、中心部の空洞化を防ぐ

・無秩序な開発の抑制による良好な住環境の維持

・一般住宅の近隣にマンションが建つことを制限 ・法に基づいた一律の制限ではなく、地域に適した土地利用ルールの運用

・条例運用に伴った、地域の自治力やまちづくりの意識の向上

－ － － －

岡山県笠岡市 熊本県荒尾市 和歌山県海南市 三重県伊賀市

行政区域全体に

おける動向
増加・減少 ３．減　少 ４．その他 ３．減　少 －

旧市街化区域に

おける動向
増加・減少 ３．減　少 ４．その他 ３．減　少 －

旧　調整区域に

おける動向
増加・減少 ３．減　少 ４．その他 ３．減　少 －

行政区域全体に

おける動向
増加・減少 １．増加 ２．変化なし ３．減　少 －

旧市街化区域に

おける動向
増加・減少 ２．変化なし ２．変化なし

２．変化なし(建築確認)

３．減　少(開発)
－

旧調整区域にお

ける動向
増加・減少 １．増加 ４．その他

１．増　加(建築確認)

３．減　少(開発)
－

◇中間報告のまとめ

・線引き廃止後３年間においては、笠岡市に目立った傾向は見られず、社

会状況の変化に伴って開発件数、建築件数、農地転用件数ともに減少傾向

となっている。ただし、細かい動向を見ると、笠岡市では線引き廃止により、

用途地域（旧市街化区域）周辺区域での開発が起きており、市町間移動者

数の動向にも若干の変化が起きていることから、今後の動向について持続

して調査を行うことが必要と考えられる

・市街化区域内農地・山林を宅地並課税から一般農地課税としたため税収

が減少したが、大きな問題とはなっていいない

・廃止により生じた課題はない

－

－

・スプロールが懸念されていたが、特定用途制限地域の導入により防止さ

れている

・特になし

－

自治体名

廃

止

前

後

で

の

人

口

・

世

帯

数

の

動

向

の

変

化

廃

止

前

後

で

の

開

発

許

可

・

建

築

確

認

件

数

の

動

向

の

変

化

区域区分の廃止後に新たに認

識された課題

新たに導入した土地利用規制

の制度又は手法で、これまで

に認識された課題

区

域

区

分

の

廃

止

後

の

課

題

市街化調整区域の地区計画

の導入について

その他

廃

止

に

合

わ

せ

て

、
新

た

に

導

入

し

た

土

地

利

用

規

制

の

制

度

や

手

法

①導入の目的

②制度又は手法の内容

③期待される効果

そ　の　他

自治体名

廃

止

に

あ

た

っ
て

の

検

討

事

項

開発許可の運用改善について
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XI 法規制のため成約できなかった取引事例(調査票による市内事業者に対する調査) 
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■土地建物取引等が法規制のため成約できなかったケースに関する調査票〔自由意見〕 

回答 

NO. 
自由意見の内容 

１ 
・貸し農園や小規模での売買がもう少し簡単な手続きで出来たり、長いこと使用されていない農

地を住宅用地に変更できれば、利用価値も増えてくると思います。 

２ 

・都会の方の暮らし(家庭菜園含む)などを希望されるお客様も少しずつ増えてきていたり、田舎

では跡継ぎ不足などで、空家になっている物件などもあることからそういう物を有効に利用で

きるように制限や条件が緩和されるといいのではと思います。 

３ 
・税収増額を考えると、規制がない方が可能性が多大と思います。税収増えれば市又は県、国も

発展するでしょう。 

４ 

・東京を含む首都圏から田舎暮らしがしたいと毎年一定数のお問い合わせを頂いております。し

かし桜川市では線引き規制があるので、選択枠が中古住宅や包括承認基準などの一部の宅地の

ものになっているため、隣接市町との競争力が弱く大きな機会損失になっていると思います。

隣接市町では、線引きが引かれていなかったり、区域指定がされていたりと対応されています。

現在、色々な議論があると思いますが、住宅が建つ事は人口の維持や各事業への経済的利益に

も繋がると思いますので、素早い対応を期待します。 

５ 

・まず、このようなアンケートに答える機会を頂きまして、ありがとうございました。ご自由に

とのことでしたので、私の希望を書かせて頂きます。桜川市では都市計画審議会があり、大変

活発な意見が出ていると聞いています。しかし、その内容を知る方法が一般市民は知らないの

ではないでしょうか。もし、どのような事を話し合っているのか市民が知れば今までと違った

観点から物事が進む事も良く有る事です。出来ましたら、審議会の議事録をメールなどで配信

してくれるサービス(会員登録のようなもの)や傍聴出来るシステムがあると面白いのではない

でしょうか。 

６ 

・つくば市に住んでいた夫婦が、築 40 年以上立っている住宅を買って住みました。畑が 300 坪

ある住宅ですが、畑に出入りする道が１つなので、今回売却するのに問題となったんです。宅

地は 300 坪ありますし家は建て替えようと考えていた家族がいたんですが、畑の買える人では

ないし、分けて別々に売却しようとしたんですが、畑に行く道がないので買う方がいません。

売主も畑だけを残しても仕方がないので、出来れば一緒に売りたいという意向なので、いまだ

に残っています。 

７ 

・規制とは関係がないかもしれませんが、調整区域のために評価が低くて、実際には７～８万円

で取引されて買った土地に建物を建てるのにローンが使えない。銀行で聞くと 4～5,000 円／

㎡が最高で価値的には０に近いとのこと。預金がかなりないと土地付きでも担保に入れて望む

金額は借りられない。せめて調整区域内でも評価額の参考ではなく、取引価額で見てもらえな

いでしょうか。 

８ 

・相続で取得したのが家の前の畑から出入りしている調整区域内の土地建物、畑。神奈川県の住

む子供さんが相続しましたが、畑も 130 坪と家庭菜園には手頃でも、そこの畑だけ買ってもら

うには小さすぎるし、子供さんは自分の住家は持っているし桜川市には住む予定もない。建替

には道路が狭くて無理。田畑のある人しか買えません。お客さんは田畑は持っていないので親

に買ってもらって将来相続でもらうことができても、確認がおりない可能性もあるし、別に入

口や取水設備を付けると金額がかかってしまう。借家にするには地震でだめになった所を修理

するとかなりのお金が必要だし、家賃は家が古いので安くしか貸すことができません。先月か

なり安価で売却。条件に合った人を見つけて売買すればと言われるかもしれませんが、土地の

価格が安いのは調整区域内だから買いやすいんです。でもローンが、でも農地がとかどうどう

巡りです。住人のいない家が増えていくのも仕方のない事なのでしょうか。何とか線引きを見

直して欲しいのですが。土地代が高くなって喜ぶのは私たち業者も入っていません。 
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回答 

NO. 
自由意見の内容 

９ 

・真壁町においては、その後の区域指定により効果が有りました。但し大和、岩瀬においては、

業者、購入者、土地持ちの農家も困っております。 

・そもそも都市計画は、人口増加により生活インフラが完備できない？壊れた？環境悪化なども

有りますが、それぞれが土地の商品化により利益追求、利殖対象となった為です。現在は必要

以外の土地購入者など居りません。無指定にしてもなんの弊害も有りません。逆に畑などの遊

休土地の雑草の方が困っています。無指定、あるいは指定区域により、購入価格も安くなり、

必要な人は助かります。又、都市計画内の土地も安くなり、本当に必要な人は助かります。利

殖にはなりません。なぜなら人口減なのですから。 

10 

・絶対的な人口減少下で、空き地・空き家の増加など既存集落コミュニティの疲弊・衰退が顕在

化しつつある。これまでの都市計画の理想論が、調整区域から市街化区域への住替えを求めて

いることは承知しているが、市街化区域の面整備の見通しが明らかとならない中で、調整区域

にのみ立地規制を課すのは不均衡であり、若い世代の他市町村への流出に繋がっていると思わ

れる。また、高齢者は、昔から慣れ親しんだ集落コミュニティから離脱することは難しいため、

集落が疲弊・衰退していくなかで、こういった高齢者が孤立していくおそれがある。したがっ

て、今後は、既存集落コミュニティへの外部住民の受入れ・定住促進のよる“集落の若返り”

を図ることが急務であり、その障害となるいわゆる“出身者要件”は取払うことが望ましい。 

11 

・当該集落は、いわゆる“５０戸連たん”に満たない小規模集落である。しかし、ミニ開発等の

スプロールによって形成された市街地とは異なり、古くから形成されてきた由緒ある 

・集落コミュニティであり、地域の伝統・文化を継承しながら、多様な世代が現に居住している。

このような集落を“５０戸連たん要件”という一律の基準から判断して、「消滅もやむなし」

とするのは、 あまりに乱暴ではないだろうか。“５０戸連たん要件”は、連たん数を公共施

設の整備水準に置き換えて、追加的公共投資の発生の有無を判断していることは承知している

が、これは、かなり大雑把な考え方であると思う。 

・人口減少社会で、開発件数は相当減少してきているのだから、もっときめ細かい対応をするこ

とはできないのだろうか。また、もし万が一、市街化を抑制すべき区域たる調整区域の趣旨を

全うして、一つの集落をまるまる廃屋の 集まりにしたとして、その後は一体どうするのか。

高度経済成長期のように、将来的に人口フレームが拡大して市街化区域となる見込みはない

し、農地として 活用される見込みもない。大量の放棄地を発生させてしまい、都市全体の荒

廃に繋がるのではないか。土地というものは、人が住んで管理することで、最良の状態が保た

れる。もちろん、行政コストが増大して都市全体が倒れてしまっては元も子もないが、きちん

と調整が整ったものについては、認めていってもいいのではないだろうか。以上から、いわゆ

る“５０戸連たん要件”については、抜本的な見直しが望ましい。 

12 

・土砂災害特別警戒区域の指定に伴う構造規制は、国民の生命・財産を守るために課せられるも

のである。 

・国民の生命よりも価値の優るものがない以上、構造規制はやむを得ないと思われる。なお、相

談者には、上記の旨を説明し、いずれも納得をいただいている。 

13 

・建築基準法の規定による接道要件は、緊急時に緊急車両の往来を妨げることがないよう、国民

の生命・財産 を守る観点から課せられている。 

・国民の生命よりも価値の優るものがない以上、構造規制はやむを得ないと思われる。なお、相

談者には、上記の旨を説明し、いずれも納得をいただいている。 
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回答 

NO. 
自由意見の内容 

14 

・東京に住んでいて定年を機に生まれた土地に移り住みたかった。数年前まで親の住んでいた建

物敷地ですが、親が亡くなり空き家にしておくと放火などで危険がある為取り壊して既得権が

なく、50 戸連担出来ない少数集落の為許可にならない。 

15 

・同地区の山際に住んでいますが、現在の住居敷地が３ｍ～６ｍ位高さの崖地にあり敷地も狭い

為立て替えが出来ない為自己所有の畑に移転しようと計画しましたが、申請し基地周辺に住宅

が 1 戸しかなく農地転用許可基準で 3 戸以上の連担が必要とのことであきらめました。（農家

住宅の移転） 

16 

・現在は東京に住んでいますが、親が旧岩瀬町出身で親類も旧岩瀬町に多く定年後静かな所でと

思い親類の土地を求めていましたが、親類の土地で売ってくれる場所が市街化調整区域にあり

建築できない。ただし市街化区域内では静かな場所は無く土地も狭く、出来れば農地なども借

りて農業もしたいのですが、市街化区域では親類の借りられる農地へ行くにも不便になってし

まうのであきらめました。 

17 

・現在の住宅敷地は調整区域にあり両親が農業を営んでいる為納屋や農機具小屋など数棟建って

いる農家住宅敷地ですが、母屋（住宅）が古くなってきたのでたてかえを計画しましたが、長

男の嫁が理容師なので店舗併用住宅（理容店）として建築したかったが、農家住宅と理容店と

複合になってしまう為許可基準に当てはまらないことと、敷地が接する道路が４ｍ未満の２項

道路の為店舗が許可にならないことであきらめるしかなかった。 

18 

・石材工場を住宅敷地内で経営していますが、敷地が目立たないところにある為営業上事務所を

国道もしくは県道沿いに構えたかったのですが、自己所有地が市街化調整区域のみにあり加工

工場は許可になりますが事務所だけだと許可にならない。 

19 
・現在プレハブ建築の仮小屋にて電気部品の組み立て工場を営んでいますが。経営が順調になり

工場を立て直す計画をしましたが、電気部品の組み立て工場は許可基準になく申請できない。 

 

 

 

 

 

 

 


